
障害者虐待防止法における川崎市の対応と施行後の状況について 

 

１．通報・届出窓口の設置 

平成２３年６月１７日に成立した、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（いわゆる「障害者虐待防止法」）が、平成２４年１０月１日に施行されました。障害者虐

待防止法では、養護者、障害者福祉施設従事者、使用者の３種類の虐待を定義しており、これらの

虐待事案に対応するため、川崎市では、「障害者虐待防止法」に定める「市障害者虐待防止センタ

ー（通報・届出窓口）」の機能を、各区障害者支援担当部署と健康福祉局障害保健福祉部で受け持

つとともに、平成２４年１０月１日から通報・届出を受けつける専用電話を設置しました。 

 

２．通報受付後の対応 

電話にて届出・通報を受けた事案について、養護者からの障害者虐待については、各区

障害者支援担当部署が、障害者福祉施設従事者及び使用者からの障害者虐待については、

健康福祉局障害計画課が、それぞれ中心となって、事実確認、虐待状況の解消に向けた対

応をしていきます。（対応フロー図を参照） 

 

３．法施行後の相談・通報・届出と対応の状況（１０月３１日まで） 

○専用電話荷電件数 合計 27 件（養護者 4 件、施設従事者 11 件、使用者 3 件、その他 9 件） 

○虐待通報等・対応状況 

 

○虐待種類別状況（延べ件数） 

 養護者による虐待 施設従事者等による虐待 使用者による虐待 

身体 知的 精神 その他 身体 知的 精神 その他 身体 知的 精神 その他

身体的虐待 0 4 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 

心理的虐待 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 

性的虐待 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

放棄・放任 1 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

経済的虐待 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

 養護者による虐待 施設従事者等による虐待 使用者による虐待 

身体 知的 精神 その他 身体 知的 精神 その他 身体 知的 精神 その他

通報・届出件数 2 7 1 0 0 7 0 0 1 0 0 0 

虐待事案 

対応件数 
1 6 1 0 0 7 0 0 1 0 0 0 

継続事案 1 6 ０ ０ 0 6 0 0 0 0 0 0 

終結事案 0 0 1 ０ 0 1 0 0 1 0 0 0 

資料２
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立入調査 
○障害者の安全確認 

○養護者等の状況把握 

○緊急性の判断 

 →入院、一次保護 

○必要に応じて警察へ

の援助要請 

専門機関 
精神保健福祉センター 

障害者更生相談所 

百合丘障害者センター 

養護者による虐待対応システム・フロー 

障害者支援に関わる総合相談 
（相談先：区障害者支援担当部署、生活支援センター） 

相談票の作成 
○相談・通報等を受けた区障害者支援担当部署又は生活支援センターが作成 

① 相談・通報等の受理の判断（区障害者支援担当部署） 
「リスクアセスメント・シート」の作成（記入できる範囲で） 

② 緊急性の判断（区障害者支援担当部署が最終判断する） 
○緊急性の判断、障害者の安全確認方法、確認事項整理、担当者決定等 

メンバー：区管理職（その他係長、担当ＣＷ）、生活支援センター（関係している場合） 

※平成２５年４月からは基幹型相談支援事業所の参加を予定 

○コアメンバー会議録を作成 

③ 安全確認・事実確認 
○関連機関等からの情報収集 

○障害者、養護者の状況把握（状況に応じて訪問調査等による） 

○「リスクアセスメント・シート」、「世帯状況票」、「状況整理票」の作成 

事実確認後速やかに招集 

④ 個別ケース会議の開催 
○支援方針、支援内容、各機関の役割、主担当者、連絡体制等を決定 

事 務 局：区障害者支援担当部署 

メンバー：事案対応メンバー（生活支援センター、区役所関係課、サービス提供事

業所、専門機関）などが必要に応じて参加する。 

⑤個別ケース会議で支援計画の策定 

○個別ケース会議録を作成 
※虐待の事実だけにとらわれず、原因に着目し、様々な関係者の意見を聞き、家族全体を捉えなおす作業を行い支援計画を決定する。

【より積極的な介入が必要と判断される場合】

Ⅰ 養護者との分離を検討（入院・施設入所） 
※生命と身体に関わる危険性が高く、放置しておく

と重大な結果を招く恐れが予測される等 

※適切な権限行使（やむを得ない措置） 

Ⅱ 面会制限等の分離後の対応を確認 

【既存の枠組みで対応が可能と判断された場合】

Ⅰ 障害福祉サービスの利用 
 ※社会資源の活用による支援等 

Ⅱ 家族への支援、家族間の調整 

Ⅲ 成年後見制度、日常生活自立支援事業 
※適切な権限行使（市長申立） 

⑥ 関係機関・関係者による個別支援計画に基づく対応（養護者支援を含む） 

定期的な訪問等によるモニタリング 

⑦ ケース会議による評価  

～援助方針、内容、各機関の役割再検討、個別ケース会議録の追記 

⑧ ケース会議による評価を踏まえ、虐待対応としての援助の終結 
リスクアセスメント・シートの結果と今後の予測に基づき、具体的な支援方針を立てて虐待対応チームの終結を確認し、

通常の障害者支援へ移行します。 

障害者虐待と思われる相談・通報等 

※このフローで「区障害者支援担当部署」とは、各区保健福祉サービス課

障害者支援係、地区健康福祉ステーション保健福祉サービス係を指す。 

作成が生活支援センターの場合は、相談票を区障害者支援担当部署へ送付 
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障害者福祉施設従事者等による虐待対応システム・フロー 

※このフローで「区障害者支援担当部署」とは、各区保健福祉サービス課

障害者支援係、地区健康福祉ステーション保健福祉サービス係を指す。 

（被虐待者が本市ケースの場合） 

区障害者支援担当部署 

生活支援センター 

障害者福祉施設従事者等による虐待に関する相談 
（相談先：健康福祉局障害保健福祉部内各施設担当係） 

相談票の作成 
○相談・通報等を受けた機関が作成 

①  相談・通報等の受理の判断（健康福祉局障害保健福祉部） 
 

 

② 緊急性の判断（健康福祉局障害保健福祉部が最終判断する） 
○緊急性の判断、障害者の安全確認方法、確認事項整理、担当者決定等 

メンバー：障害保健福祉部管理職、対象となる施設を担当する係長 
※区障害者支援担当部署又は生活支援センターが情報を持っている場合は情報を収集する。

○コアメンバー会議録を作成 

③ 情報収集・事実確認（健康福祉局障害保健福祉部） 
○関連機関等からの情報収集 

○障害者の状況把握・訪問調査（必要に応じて監査指導課も同行する） 

○「調査報告記録」の作成 

施設内での障害者虐待が疑われる場合（速やかに招集） 

④ 個別ケース会議の開催 
○記録をもとに、虐待事実の確認、支援方針、支

援内容、各機関の役割、主担当者等を決定 

事 務 局：障害保健福祉部施設指導権限担当係 

メンバー：事案対応メンバー（監査指導課、区障

害者支援担当部署、生活支援センター、

サービス提供事業所、専門機関）など

が必要に応じて参加する。 

⑤関係機関による支援の実施 

【区障害者支援担当部署】 

○生活支援 

○障害者の保護を図る必要がある場合 

・やむを得ない措置 

・緊急ショートステイ 

・他の障害者施設などへの入所 

 

【障害保健福祉部・監査指導課】 

○社会福祉法及び障害者自立支援法の規定による権

限の行使 
※指導監査を行うとともに、必要に応じて指定の取消や処

分の公表を行う。 

障害者虐待と思われる相談・通報等 

作成が区障害者支援担当部署又は生活支援センターの場合は、相談票を障害計画課へ送付 

状況に応じ

情報提供 

状況に応じ

協力 

④ 指導監査対応方針の検討 
○記録をもとに、虐待の事実の確認・対応方針、

各機関の役割、主担当者等を決定 

 

メンバー：監査指導課、障害保健福祉部内各施設

担当係 

連携

施設内での障害者虐待が認められる場合 
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使用者による虐待対応システム・フロー 

※このフローで「区障害者支援担当部署」とは、各区保健福祉サービス課

障害者支援係、地区健康福祉ステーション保健福祉サービス係を指す。 

 

使用者による虐待に関する相談 
（相談先：健康福祉局障害計画課） 

相談票の作成 
○相談・通報等を受けた機関が作成 

①  相談・通報等の受理の判断（健康福祉局障害保健福祉部） 
 

 

② 緊急性の判断（健康福祉局障害保健福祉部が最終判断する） 
○緊急性の判断、障害者の安全確認方法、確認事項整理、担当者決定等 

メンバー：障害保健福祉部管理職、計画推進係長 

○コアメンバー会議録を作成 

③ 必要に応じて情報収集・事実確認 
○関連機関等からの情報収集 

○障害者の状況把握・訪問調査 

○「調査報告記録」の作成 

使用者による障害者虐待が疑われる場合（速やかに招集） 

④ 個別ケース会議の開催 
コアメンバーのほか、区障害者支援担当部署や生活支援センター、

就労援助センターが関係している場合は状況に応じて参加 

障害者虐待と思われる相談・通報等 

作成が区障害者支援担当部署又は生活支援センターの場合は、相談票を障害計画課へ送付 

⑤ 都道府県の障害者虐待対応窓口 
必要に応じて、事実確認等を行う。 

事業所所在地の都道府県へ通知 

相
談
・
通
報
等 

⑥ 都道府県労働局（総務部企画室） 
必要に応じて、事実確認等を行う。 

事業所所在地の都道府県労働局へ報告 

⑦ 公共職業安定所、労働基準監督署・雇用均等室・企画室等 
○障害者雇用促進法、労働基準法、個別労働紛争解決促進法等の規定による権限の適切な行使を行う

○使用者による虐待の状況等の公表を毎年度行う。 
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